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令和７年５月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和４年（行ウ）第８号 政務活動費返還履行請求事件 

口頭弁論終結日 令和７年３月４日 

             判        決 

             主        文 

１ 被告は、補助参加人に対し、２０９７万７２７８円を北海道に支払うよう

請求せよ。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用（補助参加によって生じた費用を除く。）は、これを２分し、そ

の１を原告の負担とし、その余を被告の負担とする。補助参加によって生じ

た訴訟費用は、これを２分し、その１を原告の負担とし、その余を補助参加

人の負担とする。 

             事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 被告は、補助参加人に対し、４４１６万６０６７円を北海道に支払うよう請

求せよ。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 本件は、原告が、北海道議会（以下「道議会」という。）の会派である補助

参加人において、令和２年度に北海道から交付を受けた政務活動費のうち４４

１６万６０６７円を地方自治法（以下「法」という。）１００条１４項及び北

海道議会の会派及び議員の政務活動費に関する条例（以下「本件条例」とい

う。）に反して違法に支出したと主張し、北海道の執行機関である知事を被告

として、法２４２条の２第１項４号本文に基づき、補助参加人に対して前記金

額の返還を請求するよう求める事案である。 

２ 関係法令等の定め 
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 別紙２のとおり 

３ 前提事実 

 以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲各証拠（以下、書証の証拠番

号を摘示するに当たり枝番号の記載を省略することがある。）又は弁論の全趣

旨により容易に認められる。 

(1) 当事者等 

ア 原告は、北海道の住民を構成員とする権利能力なき社団である。 

イ 被告は、普通地方公共団体である北海道の執行機関である。 

ウ 補助参加人は、本件条例６条１項に基づき結成された、道議会内で同一

の行動をとるために、自由民主党（以下「自民党」という。）に所属する

道議会議員を中心に構成された会派である。 

 令和２年度当時は、道議会議員５３名（丙２６）が所属していたほか、

Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの４名が事務局の職員として勤務していた（以下「補助

参加人職員」という。）。 

エ 自由民主党北海道支部連合会（以下「自民党道連」という。）は、北海

道内にある自民党支部で構成される連合体であり、Ｅ、Ｆ、Ｇ及びＨの４

名が事務局の職員として勤務していた（以下「道連職員」という。）。 

(2) 補助参加人に対する政務活動費の交付 

 北海道は、法１００条１４項に基づき、補助参加人に対し、令和２年度の

政務活動費として６３６０万円を交付した（甲９）。 

(3) 補助参加人の支出及び政務活動費の充当 

ア 本件契約１（道政調査業務経費負担契約） 

 補助参加人は、令和２年４月１日、自民党道連との間で、同日から令和

３年３月３１日までの間、補助参加人の道政調査業務を自民党道連に委託

し、当該業務に要した費用の２分の１を支払う旨の契約を締結した（丙１。

以下「本件契約１」という。）。 
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 令和２年度中、自民党道連が道政調査業務を遂行する上で要したとする

費用は、会議費・出張旅費が２３１万６７３２円、コピー機等のリース

料・電話料・事務用品費等（以下「リース料等」という。）が２１７万８

８５２円（合計４４９万５５８４円）であった（丙２）。 

 補助参加人は、本件契約１に基づき、自民党道連に対し、前記会議費・

出張旅費及びリース料等の概ね２分の１である１１５万８３６６円及び１

０８万６９２６円（合計２２４万５２９２円）を支払い、これに政務活動

費を充当した（丙２。以下「本件支出１」という。）。 

イ 本件契約２（政務調査業務委託人件費契約） 

 補助参加人は、令和２年４月１日、自民党道連との間で、同日から令和

３年３月３１日までの間、自民党道連の職員が、自民党道連に在籍したま

ま、補助参加人が自民党道連に委託した政務活動に従事し、その人件費の

一部（２分の１以内）を補助参加人が負担する旨の契約を締結した（丙３。

以下「本件契約２」という。）。 

 本件契約２に基づき補助参加人が委託した業務に従事した道連職員４名

の人件費は、合計３６４８万０７０３円であった（丙４）。 

 補助参加人は、本件契約２に基づき、自民党道連に対し、前記合計額の

２分の１である１８２４万０３５２円を支払い、これに政務活動費を充当

した（丙４。以下「本件支出２」という。）。 

ウ 本件契約３（職員人件費契約） 

 補助参加人は、令和２年４月１日、自民党道連との間で、同日から令和

３年３月３１日までの間、自民党道連の職員を補助参加人に出向させ、そ

の人件費のうち、政策審議役の人件費の全部及びその余の職員の人件費の

２分の１を補助参加人が負担する旨の契約を締結した（丙５。以下「本件

契約３」という。）。 

 本件契約３に基づき補助参加人に出向した補助参加人職員４名のうち、
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Ａ及びＢの人件費は合計２１４９万４６６６円であり、Ｃ及びＤの人件費

は合計９６６万１１２０円であった（丙１０）。 

 補助参加人は、本件契約３に基づき、自民党道連に対し、Ａ及びＢの人

件費の合計の２分の１である１０７４万７３３３円並びにＣ及びＤの人件

費の合計の全額に近い９６２万７８１０円を支払い、その合計２０３７万

５１４３円に政務活動費を充当した（丙１０。以下「本件支出３」とい

う。）。 

エ 本件契約４（世論調査業務委託契約） 

 補助参加人は、令和２年４月１日、株式会社自由広報センター（以下

「自由広報センター」という。）との間で、同日から令和３年３月３１日

までの間、世論を道政に反映させるための世論調査業務を同社に委託する

契約を締結した（丙１１。以下「本件契約４」という。）。 

 補助参加人は前記期間中に世論調査を１２回行うものとされ、業務委託

料は１回当たり２７万５０００円（税込）であった（丙１１）。 

 補助参加人は、本件契約４に基づき、自由広報センターに対し、世論調

査１２回分の業務委託料合計３３０万円を支払い、その全額に政務活動費

を充当した（以下「本件支出４」といい、本件支出１から３までと併せて

「本件各支出」という。）。 

(4) 監査請求 

 原告は、令和３年１１月２６日、北海道監査委員に対し、法２４２条１項

に基づき、本件各支出が違法又は不当な公金の支出であると主張して、本件

各支出相当額の返還を求めるなど損害を填補するために必要な措置を講ずる

よう監査請求したところ、同委員は、令和４年２月２日、原告に対し、監査

請求を棄却する旨を通知した（甲１、２）。 

(5) 本件訴えの提起 

 原告は、令和４年３月３日、本件訴えを提起した。 
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４ 争点及び争点に関する当事者の主張 

(1) 本件支出１について 

 【原告の主張】 

ア 会議費・出張旅費について 

 これらの支出については、支出先名義の領収書等が提出されておらず、

実際に支出されたか否か、具体的にいかなる活動のために支出されたかが

明らかでない。 

 また、本件条例別表１には「要請陳情等活動費」及び「会議費」の項目

が設けられているから、これらの支出が「要請陳情等活動費」又は「会議

費」に該当するものとして報告し、証拠書類等を調製・保存しなければな

らなかったにもかかわらず、補助参加人はこれをしていなかったから、こ

れらの支出はその全額が違法である。 

イ リース料等について 

(ｱ) これらの支出は、自民党道連の事務所（以下「道連事務所」という。）

で使用しているＯＡ用品や電話機等の使用料金の総額を計上したもので

ある。 

(ｲ) 自民党道連は、北海道における自民党の政治活動を中心的に担う組織

であり、道連事務所はその活動拠点であるから、道連事務所において行

われている活動は、原則としてすべて政党活動であると強く推定され、

道連事務所の活動に要した費用に政務活動費を充当することは許されな

い。 

 本件手引においては、会派交付分の政務活動費は「事務所費」として

の支出が認められておらず、また、政務活動費の充当が許されない経費

の例の欄に「政党事務所の設置維持費（人件費を含む）」との記載があ

る。さらに、本件手引は、政務活動費としての支出が許されない政党活

動の例については個別具体的に列挙している一方、政党事務所の設置維
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持費については、こうした個別具体的な限定をせず包括的に支出が許さ

れない費目として掲げている。これらの記載は、政党事務所での活動に

対して政務活動費を支出することを許容しない趣旨と解される。 

(ｳ) リース料等の支出に政務活動費を充当することがあり得るとしても、

本件条例別表１には「事務費」の項目が設けられているから、これらの

支出が「事務費」に該当するものとして報告し、証拠書類等を調製・保

存しなければならなかったにもかかわらず、補助参加人はこれをしてい

なかったから、これらの支出はその全額が違法である。 

(ｴ) リース料等の支出について按分支出することを許容するとしても、そ

の按分率は「活動実態や使用実態に応じた合理的割合」でなければなら

ない。 

ａ 自民党道連の令和２年分の政治活動費１億０７３７万６９３５円の

うち、１億０００９万３１６４円は政党活動又は政治活動に用いられ

ているから、自民党道連において用いられている各種事務備品の使途

及び道連事務所において勤務する職員の従事する職務のいずれについ

ても、少なくともその９３％は政党活動又は政治活動に用いられてお

り、前記「活動実態や使用実態に応じた合理的割合」は７％を上回る

ことはない。 

ｂ 道連事務所で実施されていた活動には、政務活動のほかに、政党活

動、後援会活動、私的活動が含まれていた。 

 道連事務所が政党事務所であり、その本来的な活動が政党活動であ

ることに照らすと（前記(ｲ)）、政党活動が少なくとも２分の１を占

めると解すべきである。その上で、政党活動以外の２分の１について

は、本件手引に挙げられている「政務活動と後援会活動及び私的活動

が混在する場合」に準じて、それぞれ政務活動が８分の１、後援会活

動が８分の１、私的活動が４分の１を占めているものと解される。 
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 そうすると、道連事務所で使用していたリース料等の費用のうち、

政務活動費の支出が許容され得る金額はその８分の１に限られるから、

これを超える部分は違法である。 

ｃ 本件手引には、議員交付分について、政務活動とその他の活動を明

確に区分することができない場合には、按分率を上限として充足する

ことができる旨の記載がある一方、会派交付分についてはこのような

記載がないから、会派が後援会活動や政党活動の要素を含むような活

動を行う場合についての政務活動の按分支出自体は一応許容しつつも、

議員がそうした活動を行う場合と比較して、より厳格な規律を設けた

ものと解される。そうすると、会派が政務活動以外の要素を含む活動

について政務活動費を支出する場合においては、原則として、その活

動実態に応じて政務活動とその他の活動を明確に区分することが求め

られるのであり、明確に区分できないことを理由として、本件手引記

載の按分率を上限とした支出を安易に認めることは許されない。 

(ｵ) 道連事務所に勤務する職員が移動政調会や団体政策懇談会の開催、中

央要請行動等に従事していた割合は、会派控室に勤務する職員と比較し

て著しく低く、多くとも２割程度に過ぎない。 

 そうすると、補助参加人がリース料等全額の２分の１を本件契約１に

基づく調査委託料として計上しているのが極めて過大な計上であること

は明らかであり、本件契約１に基づく支出は、その対価の相当性という

観点からも著しく不相当であり違法である。 

 【補助参加人の主張】 

ア 会議費・出張旅費について 

 本件契約１は、補助参加人が自民党道連に道政調査業務を委託するに当

たり、自民党道連が業務を遂行するに際して支出した「委託業務の経費」

（丙１・４項）の一部を補助参加人が負担するという契約であり、これら



- 8 - 

 

の費用を支出したのは補助参加人ではない。 

 また、原告は、これらの支出は「要請陳情等活動費」や「会議費」とし

て報告等しなければならないとするが、「要請陳情等活動費」は「会派が

行う要請陳情活動、住民相談等の活動に要する経費」であり、「会議費」

は「１ 会派が行う各種会議、住民相談会等に要する経費」及び「２ 団

体等が開催する意見交換会等各種会議への会派としての参加に要する経費」

である。本件契約１に基づく道政調査業務は、受託者である自民党道連が

行う業務であり、委託した会派である補助参加人が行う業務ではないから、

これらの支出は「要請陳情等活動費」や「会議費」ではない。 

イ リース料等について 

(ｱ) 補助参加人は、政務活動としての道政調査業務を自民党道連に委託し、

受託した自民党道連は、道連事務所の内外でその業務を行い、成果物を

補助参加人に提供した。自民党道連は、コピー、ＦＡＸ、電話等を道政

調査業務のために当然に使用しており、その費用を補助参加人に負担さ

せるのが本件契約１である。 

(ｲ) 本件手引及び本件条例において会派交付分に事務所費の項目がないの

は、会派は議会から控室を貸与されているため、他に事務所を賃借する

必要がなく、事務所費について定める必要がないからである。 

 また、本件手引の「政務活動費を充当することができない経費の例

（共通）」として「政党事務所の設置維持費（人件費を含む。）」が挙

げられているのは、あくまで「区分」欄のとおり「政党活動への支出」

であって、政党活動業務のみを行う政党事務所を前提としている。 

 したがって、政党事務所での活動であるという形式的な理由によって、

本件支出１の全額を違法とする原告の主張は理由がない。 

(ｳ) リース料等も補助参加人が支出したものであり、原告が主張する「事

務費」には当たらない。 
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(ｴ) 政務活動費の充当に当たっては、政務調査業務が自民党道連の活動と

しての側面も有し得ることから、「活動の実態により明確に区分するこ

とができない場合」として、本件運用方針に従って２分の１に按分した。 

ａ 委託者にとって受託者の収支状況などの内部事情は通常認識し得な

いものである以上、受託者である自民党道連の全ての支出内訳から、

政務活動費の支出が許される按分率が多くとも７％以下であるとする

原告の主張は理由がない。 

ｂ 按分率を問題にする場合には、自民党道連が遂行した委託業務に政

務活動以外の要素があるかという観点から判断すべきであり、受託者

である自民党道連の全ての活動の内訳から、政務活動費の支出が許さ

れる按分率が８分の１以下であるとする原告の主張は理由がない。 

ｃ 本件手引における会派交付分と議員交付分の記載方法が異なるのは、

議員については、全議員を統一的に取り扱わなければならず、より詳

細な事項を手引に盛り込む必要性が高い一方、会派の数は５つ程度で

あり、手引に詳細な事項を盛り込む必要性が低いからである。 

(ｵ) 本件契約１に基づく自民党道連の業務量は膨大なものであり、成果物

と業務委託契約の目的との対価関係も十分に認められる。よって、本件

契約１で定める業務委託料は、このような業務量に対する金額として適

正である。 

(2) 本件支出２について 

 【原告の主張】 

ア 前記(1)【原告の主張】イ(ｲ)のとおり、道連事務所で行われている活動

は、原則としてすべて政党活動であると強く推定され、政務活動費は「会

派及び議員が実施する」活動についてのみ支出が許されているから（本件

条例第２条１項）、自民党道連の活動のために支出することは許されない。 

イ 本件支出２は政務活動費の「調査研究費」として支出されているところ、
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「調査研究費」を人件費として支出すること自体が許容されていない。 

ウ 人件費として支出することが許容されるとしても、本件条例別表１には

「人件費」の項目が設けられているから、本件支出２はこれに該当するも

のとして報告し、証拠書類等の調製・保存も行わなければならなかったに

もかかわらず、補助参加人は道連職員について職員雇用状況報告書及び勤

務実績表を作成していなかったから、本件支出２はその全額が違法である。 

エ 按分支出することが許容されるとしても、前記(1)【原告の主張】イ(ｴ)

のとおり、政務活動費の支出が許容され得る金額はその８分の１に限られ、

同(ｵ)のとおり、本件支出２は対価の相当性の観点からも違法である。 

 【補助参加人の主張】 

ア 道連職員は、補助参加人からの委託業務として、道連事務所において政

務活動に当たる業務を行っている。 

イ 本件手引の「人件費」は「会派が行う活動を補助する職員を雇用する経

費」であるから、会派からの業務委託先の雇用関係に関する書類まで調

製・保存することは求められていない。 

ウ 按分率については前記(1)【補助参加人の主張】イ(ｴ)、支出額の相当性

については同(ｵ)のとおりである。 

(3) 本件支出３について 

 【原告の主張】 

 本件支出３の違法性について、個別の主張はない。 

(4) 本件支出４について 

 【原告の主張】 

 補助参加人が委託した月例道政世論調査においては、北海道結志会が選択

肢から除外されている一方で、自民党、民主、公明党、共産党以外の「その

他の政党」が選択肢に含まれているところ、質問事項の設定からして、同調

査が政党への支持の度合いを測ろうとしていることは明らかであり、政党活
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動の要素を含む。 

 【補助参加人の主張】 

 自由広報センターによる月例道政世論調査の結果は、自民党道連を介さず、

補助参加人に直接報告されている。 

 また、自民党道連は、議員選挙の際に独自に世論調査を行っており、それ

以外に世論調査の結果を必要としていないため、自由広報センター又は補助

参加人から自民党道連に対して、月例道政世論調査の結果は報告されていな

い。 

(5) 被告の主張 

 本件各支出は、いずれも、調査研究等、道政の課題及び道民の意思を把握

し、道政に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るために必要な活動

に要する経費であったといえ、これらに対する政務活動費の充当は適法にな

されたものというべきであるから、原告の主張はいずれも理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 政務活動費を充当できる経費の範囲の判断枠組み等 

(1) 判断枠組み 

 法１００条１４項から１６項までが規定する政務活動費の制度の趣旨は、

議会の審議能力を強化し、議員の調査研究その他の活動の基盤の充実を図る

ため、議会における会派又は議員に対する調査研究費用等の助成を制度化し

たものであると解される。そうすると、同条１４項後段に基づき制定された

本件条例別表第１の「会派に係る政務活動に要する経費」とは、会派の議会

活動の基礎となる調査研究その他の活動及びその委託に要する経費をいうも

のであり、会派としての議会活動を離れた活動に関する経費又は当該行為の

客観的な目的や性質に照らして会派の議会活動の基礎となる調査研究その他

の活動との間に合理的関連性が認められない行為に関する経費は、これに該

当しないものというべきである（最高裁判所平成２５年１月２５日第二小法
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廷判決・裁判集民事２４３号１１頁参照）。 

 そして、本件条例は、政務活動費について経費に充てることができる範囲

を規定し（本件条例２条２項、別表第１・第２）、会派が交付を受けた政務

活動費に残余がある場合には、これを北海道に返納しなければならないと規

定している（本件条例１１条）。このように、政務活動費は、使途を限定し

て交付される公金であり、残余がある場合にはこれを返納しなければならな

いことに鑑みれば、本件条例に基づいて政務活動費の交付を受けた会派が、

本件条例に違反して、当該年度において交付を受けた政務活動費を経費に充

当した場合には、当該会派は、本件条例に違反して会派の経費に充当した政

務活動費相当額について、北海道に対する不当利得返還義務を負うと解する

のが相当である。 

 また、本件運用方針は、法規範性を有してはいないものの、本件条例の施

行に関して必要な事項を定める本件規程２条１項に基づき、経費の範囲の取

扱い等について必要な事項を定めることを目的として、充当の範囲や政務活

動と他の活動が混在する場合の按分の方法などについての原則的な考え方を

定めたものであり、会派及び議員は政務活動費の支出に当たっては本件運用

方針を尊重しなければならない（同条２項）ことなどからすると、経費に対

する政務活動費の充当の適法性を判断するに当たって、参考とされるべきも

のであると解される。 

(2) 立証責任等 

 一般に不当利得返還請求訴訟においては、不当利得の返還を請求する者に

おいて、利得者が法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け

たことを主張・立証すべきであると解される（最高裁昭和５９年１２月２１

日第二小法廷判決・裁判集民事１４３号５０３頁参照）ところ、このことは、

法２４２条の２第１項４号に基づき当該怠る事実に係る相手方に不当利得返

還の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関に対して求める住民
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訴訟においても当てはまる。したがって、原告は、補助参加人が、本件条例

に違反して政務活動費を会派の経費に充当したことによって、法律上の原因

なく利得を保持していることについて主張・立証責任を負う。 

 もっとも、原告において政務活動費の使途に関する具体的な事情を把握す

ることは困難であるのに対し、補助参加人において、本件規程８条が調製・

整理保管を義務付けている会計帳簿や証拠書類等により、本件各支出に政務

活動費を充当したことが本件条例に違反していないことを説明することは比

較的容易である。また、法１００条１６項が政務活動費の使途の透明性の確

保を求めているところ、一定の場合には補助参加人に政務活動費の使途につ

いて説明を求めることが、その趣旨に適う。 

 そうすると、原告において、本件各支出に対する政務活動費の充当の全部

又は一部が本件条例に違反していることを基礎付ける一般的、外形的な事実

の存在を立証した場合には、補助参加人において適切な反証をしない限り、

本件各支出に対する政務活動費の充当の全部又は一部が本件条例に反する違

法な充当であると推認されると解するのが相当である。 

(3) 政務活動費を充当した経費に関する活動に、政務活動費を充当することが

できない行為の要素が混在する場合の按分 

 本件運用方針は、政務活動と政党活動又は後援会活動等が混在し、かつ活

動実態や使用実態に応じてこれらを合理的に区分することが困難な活動の経

費について、政務活動費を充当することができる具体的な按分率を示してい

る。これは、本件条例が定める範囲を超えて政務活動費を経費に充てること

ができないことを踏まえて、社会通念に従って、相当な按分率を示したもの

と解され、法及び本件条例の趣旨に沿うものといえる。 

 したがって、会派の議会活動の基礎となる調査研究その他の活動の要素と

政務活動費を充当することができない行為の要素が混在し、かつ活動実態や

使用実態に応じてこれらを合理的に区分することが困難な活動の経費につい
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ては、本件運用方針を踏まえた上で、社会通念に従い相当な按分率を定めて、

政務活動費を充当できる範囲を認定するのが相当であり、この範囲を超えて

政務活動費を充当することは、本件条例に反するものとして違法と解すべき

である。 

２ 本件契約１及び２について 

(1) 認定事実 

 前記前提事実のほか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が

認められる。 

ア 本件契約１に基づく委託業務内容（丙１） 

(ｱ) 道政調査に関する資料及び情報の収集・整理 

(ｲ) 道内各地域における実情調査 

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に基づいて行う政策の検討・調査 

(ｴ) その他、各種団体との連絡調整、給与・社会保険料の計算、旅費・通

信費等の経理など道政調査業務に必要な付随業務 

イ 本件契約１に基づく会議費・出張旅費の支出対象等 

 別紙３のとおり（丙２の１、１３、２６） 

ウ 本件契約２に基づく道連職員の業務（丙３） 

(ｱ) 資料、情報収集・整理 

(ｲ) 地域における政策調査、要望 

(ｳ) 調査結果の集計及び分析 

(ｴ) その他、連絡調整を含め、道政調査活動に必要なあらゆる業務、旅費、

通信費等の経費、給与、年金、保険等の計算  

(2) 本件支出１のうち会議費・出張旅費に関する部分について 

ア 本件契約１は、補助参加人が自民党道連に道政調査業務を委託し、当該

業務に要した費用の２分の１を補助参加人が負担する契約であり（前提事

実(3)ア）、当該業務を遂行するのは自民党道連であって補助参加人では
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ない以上、これらの業務に係る支出が本件条例別表１の「要請陳情等活動

費」又は「会議費」に該当するとはいえず、その領収書等を補助参加人自

身が整理保管していないことが直ちに違法といえるものではない。 

イ 前記(1)イで認定したとおり、自民党道連が本件契約１の履行として

行った業務のうち、会議費・出張旅費の支出に関するものは、①コロナ幹

部会議（コロナ対策会議）への参加、②国会議員や官庁等に対する予算の

要望や陳情、③移動政調会への出席、④胆振東部地震の被災地の現地視察、

⑤資源エネルギー庁との意見交換会への参加、⑥北海道総合振興特別委員

会（自民党本部の委員会）への出席、⑦団体政策懇談会への参加のための

打合せ、⑧新型コロナウイルス対策担当大臣に対する申入れである。 

 これらの活動は、会議の参加者や相手先と意見を交換することで議会活

動の基礎となる調査研究その他の活動としての要素を有すると認められる。

他方、これらに参加した自民党道連の議員を含む北海道議会議員は、参加

者との対話等を行い、当該会議等の内容に関する自らの見解を述べること

となり、自らや自民党道連の政治的支持を拡大する機会を提供されている

といえるから、これらの活動への参加は、自民党道連の政党活動としての

要素も同時に有するものと認められる。 

ウ 以上によれば、自民党道連が本件契約１に基づいて行った業務のうち、

会議費・出張旅費の支出に関するものについては、補助参加人の議会活動

の基礎となる調査研究その他の活動及び政党活動の両要素を兼ね備えてい

たと認められる。そして、本件全証拠によっても、補助参加人の議会活動

の基礎となる調査研究その他の活動と政党活動の要素を明確に区分して管

理していたことを認めるに足りる証拠はない。そうすると、本件契約１に

基づいて行った業務のうち、会議費・出張旅費の支出に係るものには、政

務活動費を充当することができない政党活動の要素が混在しており、かつ、

これらを合理的に区分することは困難といわざるを得ない。 
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 そして、本件運用方針を踏まえて社会通念に従って判断すれば、本件契

約１に基づく支出のうちの会議費・出張旅費に政務活動費を充当すること

ができる按分率は２分の１とするのが相当であるから、本件支出１のうち、

会議費・出張旅費（２３１万６７３２円）の２分の１である１１５万８３

６６円に政務活動費を充当した部分は適法である。 

(3) 本件支出１のうちリース料等に関する部分及び本件支出２について 

ア 前記(1)ア、ウで認定のとおり、本件契約１及び２は、道政調査業務を

包括的に自民党道連に委託するものであるところ、本件支出１のうちリー

ス料等に関する部分は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの

期間において、道連事務所に設置されたＯＡ用品や電話機等の使用料金の

総額の概ね２分の１を補助参加人が負担して政務調査費を充当したもので

あり（争いがないと認められる。）、本件支出２は、前記期間における道

連職員４名の人件費の総額の２分の１を補助参加人が負担して政務活動費

を充当したものである（前提事実(3)イ）。 

イ しかるところ、自民党道連においては、本件契約２に基づき補助参加人

から受託した業務のみならず、政務活動の要素を含まない純然たる政党活

動や私的活動（中元・歳暮等の贈答やレクリエーションに関する業務など）

にわたる広範な業務が行われていたことは証拠（丙４５～４８、証人Ｅな

ど）及び社会通念上明らかであり（なお、原告は、道連事務所において後

援会活動が行われていた旨を主張するが、原告が指摘する後援会に対する

金銭の支出や後援会からの電話への応対をもって後援会活動自体が行われ

たと評価することは困難である。）、道連職員４名もこのような政務活動

の要素を含まない自民党道連自体の業務に従事していたことや、道連事務

所に設置されたＯＡ用品や電話機等も政務活動の要素を含まない自民党道

連自体の業務に使用されていたことも明らかというべきである。 

 それにもかかわらず、道連職員４名が供述・陳述するところによれば
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（丙４５～４８、証人Ｅ）、道連職員４名は、いずれも自民党道連が本件

契約２に基づき補助参加人から受託した業務とそうでない自民党道連自体

の業務を区別することなく従事していたものと認められ、本件全証拠に

よっても、道連職員４名がこれらの業務に従事していた時間の割合を認定

することは不可能であり、リース料等についても、道連事務所に設置され

たＯＡ用品や電話機等がこれらの業務に使用された割合を認定することは

不可能である。 

ウ そもそも、本件運用方針において、調査委託費は、「活動記録を整理す

るものとし、契約書、成果物などにより実績確認する」ものとされており

（甲３〔５、１０〕）、個別の調査業務を委託することが想定されている

と解され、政務活動費の按分による充当は、委託に係る調査業務について

政務活動とその他の活動を明確に区分することができない場合に許容され

るものである。しかるに、本件支出１のうちリース料等に関する部分及び

本件支出２は、前記のとおり、道連事務所に設置されたＯＡ用品や電話機

等の利用や道連職員４名の稼働が本件契約１及び２による自民党道連の受

託業務とそうでない自民党道連自体の業務を区別なくなされていたにもか

かわらず、あたかもその全部が本件契約１及び２による自民党道連の受託

業務に当たるものとして、リース料等及び道連職員４名の人件費の総額の

２分の１を補助参加人が負担し政務活動費を充当したものであるから、本

件条例及び本件運用方針との乖離が著しく、その全体が違法であるといわ

ざるを得ない。 

 したがって、補助参加人は、本件支出１のうちリース料等に関する部分

である１０８万６９２６円及び本件支出２の１８２４万０３５２円を北海

道に返還する義務を負う。 

３ 本件支出３について 

 原告は、補助参加人職員の人件費に政務活動費を充当したこと（本件支出３）
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が違法であることについて、何ら具体的な主張立証をしていないから、本件支

出３が本件条例に違反していることを裏付ける一般的、外形的な事実の存在が

立証されているということはできない。 

 したがって、本件支出３は適法である。 

４ 本件支出４について 

(1) 認定事実 

 前記前提事実のほか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が

認められる。 

ア 令和２年度、道議会には、人数の多い順に、補助参加人、民主道民連合、

北海道結志会、公明党及び日本共産党の５会派が存在した（乙８、９）。 

イ 本件契約４の委託先である自由広報センターは、補助参加人からの委託

業務として月例道政世論調査を実施していたところ、質問事項として、回

答者の年齢や性別、道政への要望を問うもののほかに、「あなたは今、道

議会のなかでどの会派に期待しますか。」という問いがあり、これに対す

る回答の選択肢として、自民党、民主、公明党、共産党などの政党が挙げ

られている一方、無所属の議員による会派である北海道結志会は選択肢に

挙げられていなかった。また、同質問に対する選択肢として、「その他の

政党」との選択肢が設けられていた。（丙１２） 

(2) 検討 

 以上のとおり、月例道政世論調査には、「あなたは今、道議会のなかでど

の会派に期待しますか。」との問いに対する回答の選択肢から、無所属議員

が構成員の多くを占める北海道結志会が除外されていた一方、選択肢に挙げ

られた会派は特定の政党に所属する議員によって構成された会派であり、ま

た「その他政党」との選択肢が設けられていたことからすると、当該調査は、

政党に対する支持を問うものになっていたと評価せざるを得ない。そうする

と、前記質問に対する回答を検討することで、いかなる性別・年齢の者が、
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北海道議会において、補助参加人を支持しているかということと同時に、自

民党道連を支持しているかも把握することができたものといえる。 

 したがって、当該調査の実施は、補助参加人の議会活動の基礎となる調査

研究その他の活動としての要素を有するものといえる一方、自民党道連の政

治的支持拡大にも資する側面があることは否定できず、本件契約４に基づく

自由広報センターが行った業務には、政務活動費を充当することができない

政党活動の要素が混在しており、かつ、その性質上、これらを合理的に区分

することは困難であるといえる。 

 そして、本件運用方針を踏まえ社会通念に従って判断すれば、本件契約４

に政務活動費を充当することができる按分率は２分の１とするのが相当であ

るから、本件支出４（３３０万円）のうち、支出額（政務活動費を充当した

額）の２分の１である１６５万円を超える部分は、本件条例に反し違法であ

り、補助参加人は、これを北海道に返還する義務を負う。 

５ まとめ 

 以上によれば、補助参加人は、本件支出１のうち１０８万６９２６円、本件

支出２の全額である１８２４万０３５２円、本件支出４のうち１６５万円の合

計２０９７万７２７８円の不当利得返還義務を北海道に負っている。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求は、被告に対し、補助参加人に２０９７万７２７８円を

北海道に支払うよう請求することを求める限度で理由があるから認容し、その

余の請求は理由がないから棄却することとして、主文のとおり判決する。 

    札幌地方裁判所民事第１部 

 

 

        裁判長裁判官    布   施   雄   士 
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           裁判官    小   松   美   緖 

 

 

    裁判官長峰志織は、転補につき署名押印することができない。 

 

 

        裁判長裁判官    布   施   雄   士 
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別紙２ 

関 係 法 令 等 

１ 法１００条 

(1) １４項 

 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派

又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当

該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てる

ことができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

(2) １５項 

 １４項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところに

より、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとす

る。 

(3) １６項 

 議長は、１４項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努める

ものとする。 

２ 本件条例（乙１） 

(1) １条（趣旨） 

 この条例は、法１００条１４項から１６項までの規定に基づき、北海道議会

議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、北海道議

会における会派及び議員に対する政務活動費の交付に関し必要な事項を定める

ものとする。 

(2) ２条（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

ア １項 

 政務活動費は、会派及び議員が実施する調査研究、研修、広聴広報、要請

陳情、住民相談、各種会議への参加等、道政の課題及び道民の意思を把握
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し、道政に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るために必要な活動

に要する経費に対して交付する。 

イ ２項 

 政務活動費は、会派にあっては別表第１に、議員にあっては別表第２に定

める政務活動に要する経費に充てることができるものとする。 

(3) ９条１項（収支報告書等） 

 会派の代表者及び議員は、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（収支報

告書）を、【略】議長に提出しなければならない。 

(4) １１条（政務活動費の返納） 

 会派の代表者又は議員は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額

から、当該会派又は議員がその年度において行った政務活動費による支出（２

条に規定する政務活動費を充てることができる経費の範囲に従って行った支出

をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残余の額に相当する額の政

務活動費を返納しなければならない。 

(5) 別表第１のうち、調査研究費及び人件費に係る部分 

 会派に係る政務活動に要する経費 

経費 内容 

調査研究費 会派（所属議員を含む。）が行う道の事務、地方行財政等に

関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要する経費 

人件費 会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

(7) 別表第２のうち、調査研究費及び人件費に係る部分 

 議員に係る政務活動に要する経費 

経費 内容 

調査研究費 議員が行う道の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察

を含む。）及び調査委託に要する経費 
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人件費 議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費 

３ 北海道議会の会派及び議員の政務活動費に関する規程（乙２。以下「本件規

程」という。） 

(1) ２条（運用方針） 

ア １項 

 議長は、本件条例２条に規定する政務活動費を充てることができる経費に

関し、運用方針を定めるものとする。 

イ ２項 

 会派及び議員は、政務活動費の支出に当たっては、２条１項の運用方針を

尊重しなければならない。 

(2) ８条（証拠書類等の整理保管） 

 会派の政務活動費経理責任者及び議員は、政務活動費の支出について、会計

帳簿を調製し、その内訳を明確にするとともに、証拠書類等を整理保管し、こ

れらの書類を当該政務活動費の収支報告書の提出期間の末日の翌日から起算し

て５年を経過する日まで保存しなければならない。 

４ 「政務活動費の経費の範囲等に関する運用方針」（甲３〔４～１８〕。以下

「本件運用方針」という。） 

 北海道議会議長が本件規程２条１項に基づき定めた本件運用方針は、平成２５

年３月に発行された「政務活動費の手引～実務・留意事項等～」（甲３。以下

「本件手引」という。）に記載されている。 

 本件運用方針は、政務活動費の取扱いの適正を期するため、経費の範囲の取扱

い等について必要な事項を定めることを目的とし、「会派及び議員が行う政務活

動は、会派及び議員の自発的な意志に基づいて行われるものであることから、政

務活動費は、経費の範囲に基づき社会通念上妥当な範囲であることを前提とした

上で、会派及び議員が行う政務活動に要した費用について実費弁償することを原

則とする。」（第２ 実費弁償の原則）、「政務活動費の充当の範囲は、政務活
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動に直接必要とする経費に限られ、会派及び議員の資産形成につながるものには

充当することができない。」（第３ 充当の範囲）、「会派及び議員の活動は、

政務活動と政党活動又は後援会活動等が混在する場合もあることから、会派及び

議員が政務活動費を充当するに当たっては、活動実態や使用実態に応じた合理的

割合で按分するものとする。ただし、合理的に区分することが困難な場合は、活

動等の実態を踏まえ別に掲げる按分率を上限として、適切に按分するものとす

る。」（第４ 按分による充当）と定める。 

 また、活動の実態により明確に区分することができない場合の按分率の上限に

ついて、政務活動と後援会活動とが混在する場合については２分の１、政務活動

と私的活動とが混在する場合については２分の１、政務活動と後援会活動及び政

党活動とが混在する場合については３分の１、政務活動と後援会活動及び私的活

動とが混在する場合については４分の１と定めている。 

                                以 上 


